
 

- 1 - 
 

議案第 19 号 

 

   令和８年度西海市一般会計予算 

 

 令和８年度西海市の一般会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

（歳入歳出予算） 

第１条 歳入歳出予算の総額は、歳入歳出それぞれ 23,008,766 千円と定める。 

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は、「第１表 歳入歳

出予算」による。 

（繰越明許費） 

第２条 地方自治法第213条第１項の規定により翌年度に繰り越して使用する

ことができる経費は、「第２表 繰越明許費」による。 

（債務負担行為） 

第３条 地方自治法第 214 条の規定により債務を負担する行為をすることがで

きる事項、期間及び限度額は、「第３表 債務負担行為」による。 

（地方債） 

第４条 地方自治法第 230 条第１項の規定により起こすことができる地方債の

起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、「第４表 地方債」

による。 

（一時借入金） 

第５条 地方自治法第 235 条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最

高額は、2,000,000 千円と定める。 

（歳出予算の流用） 

第６条 地方自治法第 220 条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経

費の金額を流用することができる場合は、各項に計上した給料、職員手当及

び共済費に係る予算額に過不足を生じた場合における同一款内でのこれらの

経費の各項の間の流用とする。 
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  令和８年２月２７日 提出 

 

西海市長 瀬川 光之   
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歳 入 歳 出 予 算第 1 表

歳 入

（単位：千円）

款 項 金 額

市税  1.      3 , 1 1 1 , 7 6 9

市民税  1.      1 , 0 9 5 , 4 3 7

固定資産税  2.      1 , 7 1 9 , 5 9 9

軽自動車税  3.        1 1 8 , 4 8 9

市たばこ税  4.        1 7 7 , 7 6 3

入湯税  5.            4 8 1

地方譲与税  2.        1 9 5 , 0 0 1

地方揮発油譲与税  1.         3 4 , 0 0 0

自動車重量譲与税  2.        1 4 0 , 0 0 0

特別とん譲与税  3.              1

森林環境譲与税  4.         2 1 , 0 0 0

利子割交付金  3.          1 , 2 0 0

利子割交付金  1.          1 , 2 0 0

配当割交付金  4.          6 , 0 0 0

配当割交付金  1.          6 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  5.          8 , 0 0 0

株式等譲渡所得割交付金  1.          8 , 0 0 0

法人事業税交付金  6.         3 6 , 0 0 0

法人事業税交付金  1.         3 6 , 0 0 0

地方消費税交付金  7.        5 5 2 , 0 0 0

地方消費税交付金  1.        5 5 2 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  8.         2 4 , 0 0 0

ゴルフ場利用税交付金  1.         2 4 , 0 0 0

環境性能割交付金  9.              1

環境性能割交付金  1.              1

国有提供施設等所在市町村助成交付金 10.        1 0 5 , 0 0 0

国有提供施設等所在市町村助成交付金  1.        1 0 5 , 0 0 0

地方特例交付金 11.         1 1 , 0 0 0

地方特例交付金  1.         1 1 , 0 0 0

地方交付税 12.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

地方交付税  1.      7 , 5 0 0 , 0 0 0

交通安全対策特別交付金 13.          1 , 3 0 0

交通安全対策特別交付金  1.          1 , 3 0 0

分担金及び負担金 14.         6 9 , 7 7 9

負担金  1.         5 9 , 2 7 9

分担金  2.         1 0 , 5 0 0

使用料及び手数料 15.        3 4 2 , 5 3 1

使用料  1.        2 9 1 , 8 0 9

手数料  2.         5 0 , 7 2 2

   - 4 -



0 0 3 1

（単位：千円）

款 項 金 額

国庫支出金 16.      3 , 0 1 6 , 6 5 0

国庫負担金  1.      2 , 2 6 6 , 7 7 9

国庫補助金  2.        7 4 1 , 6 4 2

国庫委託金  3.          8 , 2 2 9

県支出金 17.      1 , 5 4 9 , 1 6 4

県負担金  1.        9 0 2 , 0 6 3

県補助金  2.        5 8 4 , 7 9 9

県委託金  3.         6 2 , 3 0 2

財産収入 18.        1 1 9 , 9 3 7

財産運用収入  1.        1 1 2 , 3 1 9

財産売払収入  2.          7 , 6 1 8

寄附金 19.      1 , 1 0 6 , 7 9 1

寄附金  1.      1 , 1 0 6 , 7 9 1

繰入金 20.      3 , 1 7 5 , 8 5 4

基金繰入金  1.      3 , 1 6 7 , 6 2 8

特別会計繰入金  2.          8 , 2 2 6

繰越金 21.        2 0 0 , 0 0 0

繰越金  1.        2 0 0 , 0 0 0

諸収入 22.        1 6 8 , 8 8 9

延滞金、加算金及び過料  1.          1 , 4 0 2

市預金利子  2.             1 0

受託事業収入  3.         2 5 , 3 3 8

貸付金元利収入  4.         9 2 , 7 3 7

雑入  5.         4 9 , 4 0 2

市債 23.      1 , 7 0 7 , 9 0 0

市債  1.      1 , 7 0 7 , 9 0 0

    2 3 , 0 0 8 , 7 6 6歳 入 合 計
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歳 出

（単位：千円）

款 項 金 額

議会費  1.        1 8 0 , 9 0 1

議会費  1.        1 8 0 , 9 0 1

総務費  2.      4 , 1 5 0 , 5 8 0

総務管理費  1.      3 , 7 3 3 , 0 6 5

徴税費  2.        2 2 0 , 9 0 8

戸籍住民基本台帳費  3.        1 4 8 , 0 8 4

選挙費  4.         2 4 , 9 7 0

統計調査費  5.          2 , 3 8 4

監査委員費  6.         2 1 , 1 6 9

民生費  3.      7 , 5 3 6 , 1 3 8

社会福祉費  1.      3 , 8 5 5 , 1 0 5

児童福祉費  2.      3 , 0 6 2 , 0 1 4

生活保護費  3.        6 1 4 , 7 4 6

災害救助費  4.          4 , 2 7 3

衛生費  4.      3 , 0 9 7 , 5 5 2

保健衛生費  1.        8 9 6 , 9 0 4

清掃費  2.        9 1 3 , 8 2 1

上水道費  3.        4 2 6 , 7 3 2

下水道費  4.        8 6 0 , 0 9 5

労働費  5.              4

労働諸費  1.              4

農林水産業費  6.        8 9 8 , 4 9 4

農業費  1.        6 5 3 , 0 8 4

林業費  2.         9 9 , 2 2 3

水産業費  3.        1 4 6 , 1 8 7

商工費  7.        3 8 8 , 6 3 6

商工費  1.        3 8 8 , 6 3 6

土木費  8.      1 , 1 7 7 , 0 0 5

土木管理費  1.        2 1 2 , 0 8 1

道路橋梁費  2.        4 3 0 , 8 1 7

河川費  3.         4 2 , 9 0 0

港湾費  4.        1 3 8 , 6 8 6

都市計画費  5.          5 , 1 1 6

住宅費  6.        3 4 7 , 4 0 5

消防費  9.        7 6 8 , 1 1 8

消防費  1.        7 6 8 , 1 1 8

教育費 10.      2 , 2 3 4 , 7 3 5

教育総務費  1.        4 4 2 , 4 1 3

小学校費  2.        4 5 0 , 2 3 6
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（単位：千円）

款 項 金 額

中学校費  3.        2 2 0 , 5 1 0

社会教育費  4.        5 4 2 , 3 6 6

保健体育費  5.        5 7 9 , 2 1 0

災害復旧費 11.         4 7 , 5 6 2

農林水産施設災害復旧費  1.         3 9 , 5 6 2

公共土木施設災害復旧費  2.          8 , 0 0 0

公債費 12.      2 , 3 8 7 , 3 7 7

公債費  1.      2 , 3 8 7 , 3 7 7

諸支出金 13.         9 1 , 6 6 4

公営企業費  1.         9 1 , 6 6 4

予備費 14.         5 0 , 0 0 0

予備費  1.         5 0 , 0 0 0

    2 3 , 0 0 8 , 7 6 6歳 出 合 計
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10 教 育 費 4 社 会 教 育 費

第　２　表　　繰　越 

款 項
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　明　許　費

事　　業　　名

大島文化ホール改修事業 146,279
千円

金　　　額
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第　３　表　債　務

　事　　　　　項

契約管理システム等サーバ機器賃借（令和８年度契約分）

企業立地促進成果報酬

重層的支援体制システム構築業務委託

漁業振興資金利子補給金（令和８年度承認）
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負　担　行　為

期　　　　　間

令和９年度～令和13年度 4,936
千円

令和８年度～令和12年度

令和９年度～令和13年度 11,388

令和９年度～令和17年度 639

限　　　度　　　額

工業団地の売却価格に対し、昭和45年
建設省告示第1552号に基づく報酬上限
額の範囲内
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第 ４ 表　　

起債の目的 限 度 額 起 債 の 方 法

千円

公共事業等債 12,200 １．借入先

　　財務省、地方公共団体金融機構、銀行等

公営住宅建設事業債 82,600 ２．借入方法

　　証書借入又は証券発行

一般補助施設整備事業債 135,000 ３．借入時期

一般事業債 4,400

防災対策事業債 1,900

緊急防災・減災事業債 273,300

公共施設等適正管理推進事業債 111,500

緊急自然災害防止対策事業債 99,600

緊急浚渫推進事業債 11,000

脱炭素化推進事業債 64,000

デジタル活用推進事業債 16,000

辺地対策事業債 39,500

過疎対策事業債 856,900

計 1,707,900

　令和８年度、ただし、工事その他の都合により、その全
部又は一部を翌年度に繰延べ借り入れすることができ
る。
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　　地 方 債

利 率 償 還 の 方 法

年利５．０％以内 　借入時期から４０年以内（うち据置期間５年以内）
において元利均等又は元金均等などの償還の方
法による。

　（ただし、利率見直し方式で借り入れる政府資
金、地方公共団体金融機構資金及び民間等資金
について、利率の見直しを行った後においては、
当該見直し後の利率） 　ただし、本市財政の都合により、繰上償還をし、

又は償還年限を短縮し、若しくは借換をすることが
できる。
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報    酬 給    料 期末手当
その他
の手当

計

長　等 3 0 25,464 8,913 0 34,377 6,657 41,034

議　員 16 68,616 0 24,016 0 92,632 18,285 110,917

その他の
特 別 職

1,789 128,459 0 0 0 128,459 0 128,459

計 1,808 197,075 25,464 32,929 0 255,468 24,942 280,410

長　等 3 0 25,464 8,786 0 34,250 5,068 39,318

議　員 16 68,656 0 24,037 0 92,693 18,247 110,940

その他の
特 別 職

2,447 152,979 0 0 0 152,979 0 152,979

計 2,466 221,635 25,464 32,823 0 279,922 23,315 303,237

長　等 0 0 0 127 0 127 1,589 1,716

議　員 0 △ 40 0 △ 21 0 △ 61 38 △ 23

その他の
特 別 職

△ 658 △ 24,520 0 0 0 △ 24,520 0 △ 24,520

計 △ 658 △ 24,560 0 106 0 △ 24,454 1,627 △ 22,827

給   与   費   明   細   書

本
年
度

１　特別職

区　　分

単位 ：千円

共済費
職員数
（人）

給　　　　　与　　　　　費

前
年
度

比
 
 
較

合  計 備 考
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34,916

住居手当

1,477

△ 360

1,080

720

△ 1,200

36,39346,763

時間外勤務
手      当

特殊勤務手当

2,820,377

△ 24,743 △ 5,885

1,5003,357

549,440

比　較

前年度

本年度

前年度

本年度

29,109

3,369,817

通勤手当

△ 25,617

単位 ：千円

区　分

1,376,012

49,082

1,031,515

3,462

37,440

38,640

△ 359

区　分

児童手当単身赴任手当

前年度

比　較

5,097比　較

43,301

321,231

△ 42,212 △ 126252

326,328

119,352

77,140

勤勉手当

1,710

47,372

3,105

期末手当管理職手当

特地勤務手当
管理職員特
別勤務手当

2,887

398,19926,448

1,626

6,054588

2,528
職員 手当
の 内 訳

扶養手当

392,14525,860

報   酬

384,615

前 年 度 677 412,850

区　分

本年度

比    較 △ 75 △ 28,235

計

2,795,634 543,555

合   計

△ 30,628

２  一般職

区    分

本 年 度 602

職員数
   (人)

（１）  総括

3,339,189

職員手当

1,405,121

共済費

単位 ：千円

備  考

給       与　　　費

1,005,898

給   料
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ア　会計年度任用職員以外の職員

イ　会計年度任用職員

（）内は短時間勤務職員

△ 8,404 40,899

2,244,560

44,0603,161

本 年 度

1,405,121

1,355,818

2,285,459

比    較 0 49,303

49,082 46,763 36,393 26,448 330,188

区　分 勤勉手当
時間外勤務
手      当

前 年 度 345 2,694,927

本 年 度 345 2,738,987

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

合   計 備  考
給       与　　　費

共済費
給   料

450,367

453,528

職員手当

880,338

888,742

計

単位 ：千円

職員手当
の 内 訳

区　分 扶養手当 通勤手当 住居手当 管理職手当 期末手当

本年度

比　較 1,710 4,336 1,477 588 13,858

前年度 47,372 42,427 34,916 25,860 316,330

本年度 269,092 76,827 3,357 1,500 2,528

特殊勤務手当
管理職員特
別勤務手当

特地勤務手当

△ 359

前年度 257,227 117,392 3,105 1,626 2,887

比　較 11,865 △ 40,565 252 △ 126

区　分 単身赴任手当 児童手当

本年度 720 37,440

比　較 △ 360 △ 1,080

前年度 1,080 38,520

単位 ：千円

区    分
職員数
   (人)

給       与　　　費
共済費 合   計 備  考

報   酬 給   料 職員手当 計

職員手当
の内訳

比　較

600,20290,027510,175125,5600384,615
0

(257)

単位 ：千円

(△67)

前 年 度
8

比    較 △ 28,235 △ 20,194 △ 17,213 △ 65,642 △ 9,046 △ 74,688
△ 8

△ 874 △ 7,804 △ 1,647 △ 120

前年度 874 75,815 1,960 12064,004

△ 6,768

(324)
575,817 99,073 674,890412,850 142,77320,194

本年度 0 68,011 313 0

勤勉手当

57,236

区　分 通勤手当 期末手当
時間外勤務
手      当

児童手当
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平 均 年 齢

学  歴

高 校 卒

大 学 卒

232,000円

200,300円

232,000円

200,300円

311,748円

42歳

説  　　　　  明
区
分

増 減 額 増減事由別内訳

高 校 卒

大 学 卒

55歳

415,300円

492,876円

49歳

給料

職員
手当

333,219円

（３）　給料及び職員手当の状況

区              分

令和8年1月1日現在

平均給料月額 290,683円

318,150円

54歳

308,533円

行政職

323,219円

単位：千円

29,109

△ 25,617

給与改定に伴う
増 減 分

昇 給 に 伴 う
増 加 分

△ 49,098

期末勤勉手当、通勤手当の改正
によるもの、ほか

採用退職及び手当事由の変動に
よるもの、ほか

備   考

（２） 給料及び職員手当の増減額の明細

制度改正に伴う
増 減 分

そ の 他 の
増 減 分

42,255

16,489

△ 29,635

23,481

採用退職によるもの、ほか
そ の 他 の
増 減 分

ア　職員１人当たりの給与

―

198,200円

―

198,200円

労務職

教育職

424,343円

501,271円

48歳

労務職

358,965円平均給与月額

行政職

平 均 年 齢

平均給与月額

41歳

347,713円

国

市

区  分

令和7年1月1日現在

平均給料月額

イ　初任給
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ウ　級別職員数

級 級 級

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

1 1 1

2 2 2

3 3 3

4 4 4

5 5

6

7

計 計 計

区　分

令和8年1月1日現在

行政職

１級

２級

３級
主査の職務
特に高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

8 100.07

29 8.9

区　分

（級別の標準的な職務内容）

職務の内容級

課長、総合支所長、局長、監査委員事務局の事務局長、主幹及び
参事の職務

部長、統括総合支所長、理事、次長、議会事務局の事務局長、教
育次長、困難な業務を行う課長の職務

６級

７級

労務職

１級

２級

３級

４級

５級

定型的な業務を行う職務

４級

教職員

３級

１級

特２級 困難な業務を所掌する係長の職務

２級

特に高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

課長及び参事の職務

高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

相当高度の技能又は経験を必要とする業務を行う職務

定型的な業務を行う指導主事の職務

係長及び高度の知識又は経験を必要とする指導主事の職務

課長補佐及び副参事の職務

0.0 0

0.001

構成比

16.7

1 12.5

3 42.9

33.3

0 0.0

50.0

100.0

職員数

49 15.5

人

構成比
％

12.0

1

労務職

職員数 構成比
％人

行政職 教育職

職員数

69

人 ％

38

21.8

0.0

14.3

0

係長の職務

％ 人 ％ 人 ％

19.4

42.9

42.9

定型的な業務を行う職務

高度の知識又は経験を必要とする業務を行う職務

51

3

1

346 14.2

14.347

38

317 100.0

3

23 42.9

100.0

12.0

67

28 8.8

26.5

3.5

84

11

４級

325 100.0 100.0

課長補佐、局長補佐、所長補佐、書記長補佐及び副参事の職務
総合支所の課長の職務

５級

令和7年1月1日現在

12 3.7

0.00

23.7

15.7

12.5

25.0

50.0

1

4

2

人

77

14.5

63
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カ　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当(令和8年1月1日現在)

定年前早期退職特例措置
(2%～45%)加算

4.65

47.709

212

0

55

220

0

その他の加算措置等

備　考
職制上の段階、職務の
級等による加算措置

0

49

268

75.9

22 0

0

331

1

2

0

国の制度
（支給率等）

24.58688 33.27075 47.709

支給率等 24.58688 33.27075 47.709

25年勤続の
者（月分）

35年勤続の
者（月分）

国の制度 2.325 2.325

区　分
最高限度
（月分）

20年勤続の
者（月分）

4.65

2.300

６月(月分) １２月(月分)

本年度 2.325 2.325

区　　分

支　給　期　別　支　給　率

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

オ　期末手当・勤勉手当

前

年

度
6号給

8号給

前年度 2.300

1号給

0

1

3号給

342

0

5号給

7号給

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

2号給

276

4号給

2号給

3号給

4号給

8号給

職 員 数 （ Ａ ）

7号給

号給数別内訳

エ　昇給

本

年

度

職 員 数 （ Ａ ）

昇 給 に 係 る 職 員 数 （ Ｂ ）

　比　率（Ｂ）／（Ａ）（％）

区　　　　　　　　　　分

6号給

1号給

号給数別内訳
5号給

単位：人

1

231

0

0

1

0

5

合　　計

5

代表的な職種

教育職 労務職

有

260

345

22

81.080.7

0

00

1

0

75.4

1

7 7

0

2

85.7

0

0

0

0

28.6

有

備考

有

定年前早期退職特例措置
(2%～20%)加算

0

26

0

0

0

0

0

6

0

0

0

0

6

0

0

85.7

0

47.709

4.60

33.3

支給率計
（月分）

332

0

行政職

223

1

1

252 6

7

0

0

0

6

0

2

0

0

49
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キ　特殊勤務手当

区　　　　分

6.75

税務手当

同 ―

国の制度との異同

同

差　異　の　内　容

通　勤　手　当

住　居　手　当

全　職　種

税務手当

　 支給対象職員の比率　（％）
（令和8年1月1日現在）

6.47

ク　その他の手当

　 代表的な特殊勤務手当の名称

同

―

―扶　養　手　当

区　　　分

代表的な職種

行政職

　 給料総額に対する比率（％） 0.19 0.20
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－ 433 － 

 



　

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和4年度

～

令和7年度

令和4年度

～

令和7年度

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和6年度

～

令和7年度

令和7年度

契約管理システム等サーバ機器賃借 2,765 2,244

企業立地促進成果報酬

工業団地の売却価格に
対し、昭和45年建設省
告示第1552号に基づく
報酬上限額の範囲内

公用車メンテナンス業務委託（令和８年度契約分） 22,963

新コミュニティ交通運行業務委託 41,592

ふるさと西海応援寄附金管理業務委託

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

公用車メンテナンス業務委託（令和７年度契約分） 10,066

公用車メンテナンス業務委託（令和６年度契約分） 9,555 7,263

公用車メンテナンス業務委託（令和５年度契約分） 10,473 7,785

公用車メンテナンス業務委託 18,618 15,698

公用車賃借（再生可能エネルギー普及） 32,556 16,182

公用車賃借（令和８年度契約分） 28,353

公用車賃借（令和７年度契約分） 8,411

公用車賃借（令和６年度契約分） 7,192 4,969

公用車賃借 66,609 57,994

契約管理システム等サーバ機器賃借（令和８年度
契約分）

4,936

土木積算システム用機器賃借 10,800 2,277

広報紙作成等業務委託 34,389

例規データベースシステム管理業務委託 7,981

文書等集配配達業務委託 3,564

議会ペーパーレス化ソフトウェア使用 3,366 990

議会ペーパーレス化通信サービス利用業務委託 15,549 3,898

期 間 金 額

債務負担行為で翌年度以降にわたる
額又は支出額の見込み及び当該年度

事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額
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（単位：千円）

国 県
支 出 金

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

令和9年度

～

令和13年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和14年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和12年度

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度

521521

22,963

工業団地の売却価格に
対し、昭和45年建設省
告示第1552号に基づく
報酬上限額の範囲内

工業団地売却収
入

22,963

7,018 34,57441,592

10,066

ふるさと西海応援寄附
金管理業務委託に係る
費用のうち西海市が負
担すべき額

ふるさと西海応援
寄附金

10,066

2,688

2,292 2,292

2,688

16,374

2,920 2,920

16,374

8,411

28,353 28,353

8,411

8,615

2,223 2,223

8,615

8,523

4,936 4,936

8,523

7,981

34,389 1,860 903 31,626

7,981

2,376

3,564 3,564

11,651

2,376

11,651

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

ものについての前年度までの支出
以降の支出予定額等に関する調書

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和7年度

令和6年度

～

令和7年度

令和7年度

令和7年度

令和6年度

～

令和7年度

令和6年度

～

令和7年度

38,225

36,330

CMSサービス利用 1,315

LoGoフォームサービス利用 1,743

LoGoチャットサービス利用 2,541

生成AIサービス使用 11,114

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

西海高齢者生活支援ハウス及び高齢者コミュニティ
センター「くろくち荘」指定管理業務委託

崎戸高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託

児童発達支援館指定管理業務委託 45,320 18,128

療育支援相談センター指定管理業務委託 93,610 37,444

重層的支援体制システム構築業務委託 11,388

証明書コンビニ交付クラウド利用 3,208

住基ネットシステム機器保守業務委託 9,472 1,677

戸籍総合システムクラウドサービス利用 9,065

電子書籍閲覧サービス使用 410

郵便局証明書発行サービス利用 198

戸籍システム標準化業務委託 6,116

戸籍総合システム保守業務委託 1,377

土地評価替システム更新業務委託 69,363 52,873

西海ネットシステム機器賃借 126,530 35,878

西海ネットシステム保守業務委託 38,141

ＩＰ電話設備保守業務委託 1,914

総合行政システムサービス使用 68,456

総合行政システム機器保守業務委託 4,766

第３次総合計画（前期基本計画）、総合戦略策定業
務委託

22,679 10,955

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度

令和9年度

～

令和13年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度 38,225 38,225

～

令和10年度

令和8年度 36,330 36,330

～

令和10年度

1,315 1,315

1,743 1,743

2,541 2,541

11,114 11,114

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

27,192 27,192

56,166 56,166

11,388 8,541 2,847

3,208 3,208

7,795 7,795

9,065 4,191 4,874

410 410

198 198

6,116 6,116

1,377 1,377

16,490 16,490

90,652 90,652

1,914

38,141 38,141

1,914

4,766

68,456 68,456

4,766

11,724 11,724

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和7年度

12,404

18,233

41,115

25,553

2,583

令和7年度

39,442

令和5年度

～

令和7年度

16,705

令和6年度

～

令和7年度

生活困窮者家計改善支援業務委託 5,384

生活困窮者自立支援業務委託 6,607

黒口ふれあいの館指定管理業務委託 に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

江島デイサービスセンター指定管理業務委託

生活保護システム使用 5,070

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

デイサービスセンターつばき苑指定管理業務委託

181,216

最終処分場水質検査業務委託 7,000

ごみ収集及びクリーンセンター管理業務委託（江
島・平島地区）

9,350

2,363

464,000 56,000

ごみ収集業務委託（江島・平島地区除く）

環境衛生施設等清掃業務委託

西彼活き活き交流館施設管理業務委託 2,068

大島児童館指定管理業務委託

市内救急医療業務委託

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

平島デイサービスセンター指定管理業務委託

大島配食サービスセンター指定管理業務委託 1,978

大瀬戸社会福祉センター指定管理業務委託

地域包括支援システム機器賃借 11,682 6,048

ファミリー・サポート・センター業務委託 4,460

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

西彼保健福祉センター指定管理業務委託 136,620 44,959

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

中浦すこやかセンタ一指定管理業務委託

72,155 14,431

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

大島高齢者生活支援ハウス指定管理業務委託
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度 12,404 12,404

～

令和10年度

令和8年度 18,233 18,233

～

令和10年度

令和8年度 41,115 41,115

～

令和12年度

令和8年度 25,553 25,553

～

令和10年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度 2,583 2,583

～

令和10年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度 39,442 39,442

～

令和10年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度 16,705 16,705

～

令和10年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和15年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

5,384 3,589 1,795

6,607

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

4,955

5,070

1,652

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

9,350

181,216

7,000

181,216

7,000

2,363 2,363

9,350

408,000 408,000

2,068

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

1,488

2,068

5,070

4,460 2,972

1,2953,2535,634 1,086

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

91,661

1,978

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

1,978

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

91,661

57,724

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

57,724
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

7,377,000 平成24年度

～

令和7年度

令和7年度

平成17年度

～

令和7年度

平成19年度

～

令和7年度

平成20年度

～

令和7年度

平成21年度

～

令和7年度

平成22年度

～

令和7年度

平成22年度

～

令和7年度

平成23年度

～

令和7年度

平成24年度

～

令和7年度

平成29年度

～

令和7年度

平成30年度

～

令和7年度

令和元年度

～

令和7年度

令和2年度

～

令和7年度

令和3年度

～

令和7年度

平成24年度

～

令和7年度

平成29年度

～

令和7年度

平成30年度

～

令和7年度

令和元年度

～

令和7年度

令和2年度

～

令和7年度

漁業振興資金利子補給金（平成31年度承認） 280 17

漁業振興資金利子補給金（平成２８年度承認） 550

漁業振興資金利子補給金（平成30年度承認） 280 135

漁業振興資金利子補給金（平成２９年度承認） 280 89

12

漁業振興資金利子補給金（平成２３年度承認） 3,553 2,607

長崎県林業公社損失補償（令和２年度借入分） 331

長崎県林業公社損失補償（令和元年度借入分） 3,783

長崎県林業公社損失補償（平成３０年度借入分） 3,880

長崎県林業公社損失補償（平成２９年度借入分） 1,415

長崎県林業公社損失補償（平成２８年度借入分） 810

長崎県林業公社損失補償（平成２３年度借入分） 115

長崎県林業公社損失補償（平成２２年度借入分） 996

長崎県林業公社損失補償（平成２１年度借入分） 1,862

し尿及び浄化槽汚泥運搬業務委託 77,800

長崎県林業公社損失補償（平成２０年度借入分） 2,804

長崎県林業公社損失補償（平成１８年度借入分） 13,554

長崎県林業公社損失補償（平成１９年度借入分） 12,212

長崎県林業公社損失補償（平成１７年度借入分） 1,832

長崎県林業公社損失補償（平成１６年度以前借入
分）

120,648

西彼農村環境改善センター指定管理業務委託 40,335 13,288

汚泥再生処理センター運転管理業務委託 259,865

平島地区し尿収集業務委託 4,400

ごみ処理施設整備・運営事業 6,418,195
にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和8年度 958,805 958,805

～

令和11年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和12年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和27年度

令和8年度

～

令和28年度

令和8年度

～

令和27年度

令和8年度

～

令和29年度

令和8年度

～

令和30年度

令和8年度

～

令和32年度

令和8年度

～

令和33年度

令和8年度

～

令和34年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度

～

令和12年度

令和8年度

～

令和13年度

令和8年度

～

令和14年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

～

令和11年度

145

263 263

191

145

191

538

946

538

946

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

77,800

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

最終償還期限において長崎県林業公社が弁済不能となった場合、長崎県が契約によりその元利金及び
遅延利息の合計額を㈱日本政策金融公庫に弁済するが、その額の一部を長崎県に対して補償するも
の。

27,047 27,047

259,865 259,865

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

4,400 4,400

にごみ、消費税率及び
物価の変動による金額
を加えた額

77,800
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

令和3年度

～

令和7年度

令和4年度

～

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

令和6年度

～

令和7年度

令和7年度

令和7年度

49,257

令和6年度

～

令和7年度

85,880

39,271

令和6年度

～

令和7年度

令和7年度

令和5年度

～

令和7年度

社会体育施設管理業務委託 35,607

社会教育施設管理業務委託 13,080

GIGAスクールサポート業務委託 4,400

スクールバス運行業務委託 71,500

建築営繕積算用PC賃借 2,086 1,188

福島地区総合交流拠点施設指定管理業務委託 14,300 3,060

ぎゅぎゅっと！西海リブランディングプロジェクト業務
委託

6,050

大瀬戸やすらぎ交流拠点施設指定管理業務委託 29,800 11,800

大島大釜海岸ふれあいの浜広場指定管理業務委
託

7,305

伊佐ノ浦公園指定管理業務委託

崎戸さんさん元気らんど指定管理業務委託 20,460 13,640

西海みかんドーム指定管理業務委託 に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

漁業振興資金利子補給金（令和８年度承認） 639

西彼四本堂公園・八人ヶ岳公園指定管理業務委託 56,500 11,300

石原岳森林公園点検管理業務委託 2,866

漁業振興資金利子補給金（令和７年度承認） 720

漁業振興資金利子補給金（令和６年度承認） 594 92

漁業振興資金利子補給金（令和５年度承認） 620 73

漁業振興資金利子補給金（令和４年度承認） 978 342

漁業振興資金利子補給金（令和３年度承認） 236 28

漁業振興資金利子補給金（令和２年度承認） 280 28

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

大島大橋公園・大島崎戸観光案内所指定管理業
務委託
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和8年度

～

令和12年度

令和8年度

～

令和13年度

令和8年度

～

令和24年度

令和8年度

～

令和15年度

令和8年度

～

令和15年度

令和8年度

～

令和16年度

令和9年度

～

令和17年度

令和8年度

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度 49,257 49,257

～

令和12年度

令和8年度

令和8年度 85,880 85,880

～

令和12年度

令和8年度 39,271 39,271

～

令和12年度

令和8年度

～

令和12年度

令和8年度

～

令和10年度

令和8年度

令和8年度

～

令和11年度

令和8年度

～

令和9年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度

令和8年度 35,607

13,080

35,607

13,080

10,000 61,500

4,400 4,400

71,500

11,240

898 898

18,000

11,240

7,305

18,000

7,305

6,050

6,8206,820

45,200

2,100 766

45,200

2,866

502

720 720

502

636

547 547

636

252

208 208

252

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

639

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

639

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

6,050

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額

に指定管理料スライド
制度による増額分を加
算した額
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期 間 金 額
事 項 限 度 額

前 年 度 ま で の 支 出
（ 見 込 ） 額

10,413,922 6,873,587

合
計

金 額 で 明 示 で き な い も の

金 額 で 明 示 で き る も の

市有施設浄化槽維持管理業務委託 33,901
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国 県
支 出 金

支 出 予 定 額 特 定 財 源
一 般 財 源

期 間 金 額 地 方 債 そ の 他

当 該 年 度 以 降 の 左 の 財 源 内 訳

令和8年度

3,376,093 25,170 33,898 3,317,025

33,901 33,901
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地方債の前々年度末におけ
び当該年度末における現在

１．普　通　債 14,167,452 14,476,374

（１）総　務 1,620 810

（２）庁　舎

（３）民　生 400 400

（４）衛　生

（５）農　林　水　産 290,789 341,937

（６) 公　有　林 6,121 4,327

（７）商　工

（８）土　木 1,465,618 1,667,285

（９）公　営　住　宅 943,114 921,426

（10）消　防 631,673 475,265

 (11) 教　育 949,685 1,525,436

（12）過　疎　対　策 7,306,327 7,106,312

（13) 辺　地　対　策 246,357 383,096

（14) 合　併　特　例 2,325,748 2,050,080

（15）公債費対策資金

２．災　害　復　旧　債 278,903 234,699

（１）補　助　災　害 140,771 117,155

（２）単　独　災　害 138,132 117,544

３．その他 3,797,086 3,361,727

（１）減税補てん債 5,455 1,676

（２）臨時税収補てん債

（３）減収補てん債 35,116 32,931

（４）臨時財政対策債 3,756,515 3,327,120

合　　計 18,243,441 18,072,800

区　分 前々年度末現在高 前年度末現在高見込額
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る現在高並びに前年度末及
高の見込みに関する調書

（単位：千円）

当該年度中起債見込額 当該年度中元金償還見込額

1,707,900 1,904,707 14,279,567

85,200 810 85,200

182,000 182,400

15,400 15,400

4,800 37,865 308,872

1,631 2,696

210,300 143,685 1,733,900

82,600 74,737 929,289

70,500 141,755 404,010

160,700 47,618 1,638,518

856,900 859,837 7,103,375

39,500 37,669 384,927

559,100 1,490,980

39,388 195,311

19,661 97,494

19,727 97,817

333,319 3,028,408

1,676

2,186 30,745

329,457 2,997,663

1,707,900 2,277,414 17,503,286

当該年度中増減見込額
当該年度末現在高見込額
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